
売国奴はいらない！
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売国奴はいらない！
東京を都民に返せ！

都知事選公約はこれだ

東京を都民に返せ！



国籍詐称と学歴詐称同士が都知事？



売国奴国土交通省 大臣は公明党
小池知事は、自民二階の後ろ盾

東京メトロ株国と東京都が来年度中にも売却開始へ
国と東京都は保有する東京メトロの株式について、新年度中にも売却を始める方向で調整を進めています。
• 東京メトロの株式は▽国が53.4％、▽東京都が46.6％を保有していますが、売却して完全民営化する方針が決
まっています。

• 都は26日公表した新年度の当初予算案に、株式を売却するための関連経費として35億円を計上していて、関係
によりますと、国と都は新年度中にも売却を始める方向で調整を進めているということです。
具体的な時期については現時点で決まっておらず、今後、株式市場の動向を見極めながら決めることにしていま

す。
東京メトロの株式については3年前、国土交通省の審議会が、東京メトロが計画している地下鉄の延伸事業を国や
都が支援するため、当面、株式の半分を保有することが適切だと答申していて、国と都はこれを踏まえて、株式
の50％を売却する考えです。このうち、国の分の売却収入は法律に基づいて東日本大震災の復興財源に充てられる
ことが決まっています。

復興支援は名ばかり売国奴 宮城県//民営化した施設・設備の予算は議会にはかられず//
民営化後、運営権を売却した浄水場や浄化センター等の施設・設備の予算は、議会に報告されず、部分的にしか議
会の予算審査ができなくなりました。命の水を県民の手に取り戻すためには、「再公営化」しかありません。





都知事選公約はこれだ
1. 東京都の火葬場を取り戻せ！

→中国系企業『博善』の株を取得せよ

2.   東京メトロ地下鉄を外資に売るな！

3.   水道を外資に売るな！



「政策実現できない候補者」
•抽象的政策に騙されるな

•組織票に左右される選挙

•浮動票が動かなければ奴隷になるだけ

•似非保守に騙されるな

•“今の東京都心を見よ→日本は“発展途上国”

今だけ、金だけ、自分だけ？

東京都は「博善社」を取り戻せ
次期都知事の使命



ぇっ⁈外資に売却？ 
東京都の「下水道運営権」

一体誰の下水道なの？都民の水じゃなかったの⁈



都知事に告ぐ！以下を実現せよ！
• 副知事専門家1２名を任命
• 公共対策
• 治安・情報対策
• 外国人犯罪対策
• 少子化対策
• 教育対策
• 中小零細企業対策
• 災害対策
• 化学兵器・ウイルス兵器対策
• 羽田・横田基地対策
• 離島・食の自給対策



•東京『博善』の株を取得 公共施設として取り戻せ
•広済堂ホールディングスを解体せよ！
•中国企業の覇権を許すな！
•売国奴株主を追求せよ！
•日本は、企業だけでなく僧侶まで奴隷になるのか！
•『落合斎場』ご皇室の指定斎場！
•移民用墓地の問題→イスラム移民の生体埋葬問題

次期東京都知事は
東京『博善』の株を取得せよ



• 火葬場経営の許可にあたっては、厚生労働省から出された通

達（昭和43年4月5日 環衛第8058号）において「原則として

市町村等の地方公共団体でなければならず、これにより難い事

情がある場合であっても宗教法人、公益法人等に限る」とされ

ている。

• 東京『博善』は上記「墓地、埋葬等に関する法律」が施行される以

前から火葬場事業をおこなっていたため、上記条件を満たして

いないにもかかわらず、引き続き火葬場運営を許されてしまっ

ている。

火葬場は本来「公共施設」 ×東京『博善』

https://www.mhlw.go.jp/web/t_doc?dataId=00ta0497&dataType=1&pageNo=1


副知事専門家1２名を任命せよ！

副知事１2名を
任命 公共対策 治安・情報対策 外国人犯罪対策

少子化対策 教育対策
中小零細企業

対策
災害対策

ワクチン対策
羽田・横田

基地対策
離島対策 食の自給



『公共対策を提
言する・守銭奴
を追い払え』



『治安・情報対
策・縦割り行政
をなくせ』



『外国人犯罪対策を強化せよ』

公共関連の通訳は、外
国語に堪能な日本人を
雇用する。但し身辺調
査を行う。情報漏洩を
防ぐため

1
都心の繁華街における
浄化作戦として官民協
力して治安対策を行う。
「ボランティア予算」
を設ける

2
靖国神社を政治利用さ
せないために官民協力
して警備態勢を敷く

3



『少子化対策・住宅整備を行え』

高齢化する都営住宅の空き部屋を子育て世代に安価で提供する

空き家対策として、都が空き家を借入れて貸し出す。

子育て世代大学まで、夫婦合算所得８００万円以下の者には、希望
者には低利で都営住宅を売却する。



『教育対策・学費免除をしろ』

子育て世代の教育負担は大きい、年収夫婦合算して８００
万円以下の者には、大学まで学費免除の支援をする。

定年した教育者を雇用し、放課後公立小中高で学習塾を開
催する

伝統文化の継承をするため子供のみならず教育者を含めて
専門家に実体験教育をさせる。



『中小零細企業対策・外資の奴隷になるな』

都が専門家育成のため後継者のいない中小
零細企業を合併し上場させる。

外資の買収され日本人企業の奴隷化を防ぐ
「不労所得の金満家や外資の投資を防ぐ



『災害対策・自衛隊員を再雇用しろ』

５５歳定年を過ぎた自衛官を都職員として再雇用し、各市区町村の災害対策課
に管理職として派遣する。

小中高で災害・救援対策を指導させる

有事の際の対応と自衛隊との連携を図る

都内近郊自衛隊基地での災害訓練を行う



『化学兵器・ウイル
ス兵器対策・御用学
者はいらない』
化学兵器やウイルス兵器など専門家で議論しその
対応を行う



『羽田・横田基地対策・対米
自立をしろ』

東京の空域及び航空管制を取り戻す
『混雑する東京上空の空域を取り戻し
横田基地の返還を求める。』



『離島・食の自給対策・県外の農地を買え』

石原都知事時代、尖閣買収資金を集めた基金を、離島対策に使用する。もしこの金
を都が使用していたなら寄付した国民に公しなければならない。もし流用していた
なら新たに予算をつけて離島対策にする

東京都は、食に関する生産性はほぼない。北海道や地方で工作員もしくは、海外の
企業に売却する前に都が保養地として買い上げる。

農地に関しては、公益農事法人を創設し、農地を買い上げ、米粉を生産し、学校給
食のパンやごはんに充当させる。
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